




















ら離れ, かつ, その税制は不公平税制の傾向が強まった｡ 年の税制改正の
結果, 所得税の源泉課税型の法人所得税から独立課税型の法人税に変わった｡





















法人所得が課税されたのは日清戦後の明治() 年であった｡ 明治() 年に, 所
得税が導入されてから年を経過していた｡ この法人所得課税は未解明の部分が多く, 研究
すべき諸課題は次のとおりである｡
() 日清戦後, 列強に対抗し, ｢戦後経営｣ の下で, 軍備拡大と産業補強がおこなわれ, 経
費が膨張し増税された｡ そのなかで特殊な仕組みの法人所得税が新設された｡ その ｢戦後経営｣
とは何か｡ それがどのように, 法人所得税の仕組みを左右したのか｡
() この法人所得課税は, どのような性格と仕組みをもっていたのか｡












ない｡ その利潤は持分に応じてパートナーのもので, 各パートナーに分割され, その所得に個
人所得税が課税された｡ 世紀に, パートナーシップは, 漸次, 法人企業に変わり, その利






) 拙稿 ｢法人所得課税の発展段階 ()｣ (『熊本学園大学経済論集』 第	巻第, 合併合併号, 年),
｢法人所得課税の発展段階 ()｣ (上記誌, 第巻第, , , 合併号, 年)参照｡ 法人所得課税
の発展の三段階については, 後掲の注を参照｡
とはいえ, 日本の, 初期法人所得課税の分析の際, その理論は十分に適用されず, その有効
性の確認が不十分だった｡ そこで, 本稿でこのモデルを適用し, ～年の法人所得課
税の性格解明をこころみる｡
念のためにいえば, 段階を踏まえずに, 初めから法人は株主から独立化するのではない｡ 初
期の株式会社では, 株主という共同出資者が共同支配し, 経営に主体的に参加する｡ 単一の主
体なしに取引が成立しないから, 株式会社は法人とされ, 複数の株主個人を超えた単一の主体
にされる｡ 役員の要件は株主とされ, 株主の代表者をその法人の代表者にする｡ ここでは法人
は株主と分離しない｡ 初期の株式会社では, 法人は, その代表に株主代表をおく株主の構成体
である｡ 初期の法人に対するこのような規定を, 本稿では, 株主構成説と呼ぶ｡ だから, 初期
の株式会社では, 法人所得は法人自体の所得ではなく, 持分に応じて構成株主に帰属するとさ
れる｡
発展した株式会社では, 株主の共同支配は後退し, 株主構成体は崩れる｡ 法人の機関の決定
を得さえすれば, 株主でなくても, 法人の代表にすることができ, 株主から法人に権力が集中
する｡ 法人は株主から分離する｡ 法人は株主から独立化した法人に, あるいは集権的法人に変
わる｡ このような法人論を法人独立主体説と呼ぶことがある｡
() 日本の所得税源泉課税型の法人所得税は特殊性がある｡ どんな歴史的事情に由来し, ど
のような特殊性がつくられたのか｡ 英国のそれと比べれば, その答を引き出せるかもしれない｡
() この法人所得税は年に導入され, 年に他の型の法人所得課税に移行した｡ 
年の生命に過ぎなかった｡ どのような限界に衝突し, 他のタイプの法人所得課税に移行したの
か｡ これが解明されれば, 次の段階の法人所得課税の解明の手がかりが得られるかもしれない｡








 第章 日清 ｢戦後経営｣ と法人所得の導入 日清戦後, 政府は, ｢戦後経営｣ と称して,
列強に対抗し, 軍事力と経済力を総合的に強化する計画をもった｡ 後述のように, 戦後に, 大
日本の所得税源泉課税型の法人所得税 ()
――
蔵官僚, 阪谷芳郎は語った｡ 近代戦争は経済に支えられておこなわれる｡ だから, 戦争を総括
すれば, 近代戦争では, 軍事計画と並んで経済計画, すなわち, 殖産興業と産業基盤の整備が
不可欠である, と｡ この軍事力と経済力の総合的強化の事業が ｢戦後経営｣ にほかならない｡
このため, 多くの諸事業が計画され, 経費が膨張し増税するなかで, 税制そのものにも経済力
強化の仕組みをもつ, 法人所得税が導入された｡
｢戦後経営｣ の構想者は大蔵省だと, 中村正則氏の先行的研究は指摘している)｡ これに示
唆をえ, 株式会社厚遇の法人所得税も ｢戦後経営｣ の精神に根があると, わたしは考えている｡
 第章 年の所得税法第一次改正法律案の審議 年の法人所得税案の審議過程
が分析される｡ 当初, 政府は, 個人同様, 法人を独立の経済主体と考え, 法人の所得にも累進
税率を適用する法案を議会に提出した｡ 議員が反論し, 法人を株主の構成体と捉え, 法人所得
を株主に帰属する集合所得とし, これに対してもつ各株主の持分に, 個人所得税を源泉課税す
る｡ これに適合する税率は累進税率ではなくて, 単一比例税率だとした｡ これが議事録で明ら
かにされる｡ 累進税率か, 単一比例税率か, 税率をめぐる議会内論争と政府側がその成果を吸
収していく過程は, とても魅力的である｡






この分析の際, 英国の同型の税制を研究した拙稿)を使用し, 日英の, 初期の法人所得税の
共通性と異質性に注目している｡




なぜ, このような税制を採用したのか｡ その背景に, ｢戦後経営｣ と称し, 列強に対抗し軍
大間知 啓 輔
――
) 中村正則 ｢日本資本主義確立期の国家権力 日清 ｢戦後経営｣ 論 ｣ (『歴史学研究』 別冊特集,
)	頁参照, 同 ｢日清 ｢戦後経営｣ 論｣ (『一橋論叢』 第	巻第
号, 年)頁以下｡
) 拙稿 ｢法人所得課税の発展段階 ()｣ (『熊本学園大学経済論集』 第巻第･･･合併号, 
年)
事力と経済力を総合的に強化する政府の政策があったからだ, としている｡
 第章  年の重層的法人所得税 日露戦争中の年に, 法人を二分し, 
人以上の株主をもつ株式会社に比例税率を適用し, その他の法人に累進税率を適用した｡ なぜ,
こうした重層的法人所得税を導入したのか｡
重層的法人所得税を ｢株式会社の本格的な発展を促す性質のもの｣) と規定したのは, 吉田
震太郎氏であった｡ これに示唆を受け, 重層的法人所得税とは, ｢戦後経営｣ の下で, 軍事力
と経済力の総合的強化のため, 一定規模以上の株式会社に限定し, 効率的に株式会社の資本調
達の促進を図ったものであるのが解明される｡
 第章 税法審査委員会の税制改正論議 法人所得税の性格と仕組みについての大蔵省
の説明は, 当初, 必ずしも明確でなかった｡ 配当非課税などに納税者に不満があるなか, 『税
法審査委員会審査報告』 (年)で, 現行法人所得税制の正当化に努めた｡ この弁護論を検
討する｡
第部 所得税源泉課税型の法人所得税の限界








 第章 不公平な税負担の実態 法人・株主厚遇税制の下で, 各種所得者間の税負担の
不公平が拡大した｡ その実態を大蔵省臨時調査局 『租税負担調書』 (年)等を使い, 統計
的に検証する｡ 高額の配当利子所得者の税負担がネグリジブルである実態が露呈される｡
 第章 法人所得税批判論 税負担の不公平の拡大と法人所得税観の変化とともに, 各
方面から税制改正論が現れた｡ そこで学者, 新聞論説者, 官僚による改正論を検討する｡
日本の所得税源泉課税型の法人所得税 ()
――
) 吉田震太郎 ｢帝国主義財政の形成｣ (鈴木武雄編 『財政史』 東洋経済社, 年)頁｡
) 由井常彦 ｢明治時代における重役組織の形成｣ (『経営史学』 第巻第号年), ｢日本におけ
る重役組織の変遷 明治大正期の研究 ｣ (『経営論集』 第巻第	・号, 年), ｢概説
年｣ (由井常彦・大東英祐編 『日本経営史第	巻 大企業の到来』 年), 森川英正 『日本経営史』
日本経済新聞社, 
年, 『トップマネジメントの経営史』 有斐閣, 年｡
第部 所得税源泉課税型の法人所得税の軌跡







定されたことが論じられている｡ その際, 日本経済史研究の業績である伊牟田敏充 『明治期株
式会社分析序説』 (法政大学出版会, 年)によるところが大きい｡
明治中期の法人所得税の性格と仕組については, 議会と政府委員会で重要なポイントを議論
しているが, これが顧みられていないので, 精査の必要があろう｡ そこで本稿では, 帝国議会
速記録, 『税法審査委員会審査報告』 (年), 『税法整理案審査会審査要録』 (年), 『税
法整理案審査会議事速記録』 (年)を使用し, 税制の論理の論議を解明した｡ 各種所得の
税負担は, 大蔵省臨時調査局 『租税負担調書』 (年)を使用している｡




) たとえば, 日本の税制史に次のものがある｡ 阿部勇 『日本財政論－租税論』 (改造社, 年), 勝
正憲 『日本税制改革史』 (千倉書房, 年), 藤田武夫 『近代租税制度』 (河出書房, 年), 大蔵
省主税局調査課 『所得税・法人税制度史草稿』 (		年, 執筆者は雪岡重喜), 井手文雄 『要説近代日
本税制史』 (創造社, 	年), 大蔵省編 『所得税百年史』 (年), 吉国二郎総監修 『戦後法人税制








第二段階は, 株主から独立化した ｢集権的な法人｣ (｢発展した法人｣ と呼ぶこともある) を対象に
している｡





理論モデルをふまえた分析となると, いよいよ少ない)｡ 本稿は, 法人所得課税の段階的発展
のモデルの日本への適用をこころみている｡
日本の法人所得税を解明するため, 英国のその税と比較した｡ その際, 英国の資料を省略し




シャウプ勧告 (年)に基づく, 年からの日本の現行法人税は, 注で述べたわたし
の理論モデルでいえば, 観念的所得税源泉課税型の法人税である｡
先取りしていえば, 今日の法人税は所得税源泉課税型と規定しても, 大法人では株主による
会社支配が形骸化されているから, 実体的には, 法人所得は株主の所得とはいいきれない｡ だ
から, 今日の法人税は, 実体的には, 株主の所得に個人所得税を源泉課税しているとはいえな
い｡ にもかかわらず, 今日の法人税を所得税の源泉課税としているのは, 株式会社の形式のみ






人集権的性格をいっそう強め, 上場株式会社の所得は株主からますます独立化し, 実質的には, 上場
株式会社の所得はますます法人自身の所得になる｡ にもかかわらず, その法人所得を株主に帰属する
と観念する｡ だから, 法人税は, 株主に帰属する所得に所得税を源泉課税するものと観念される｡ 法
人税と配当所得税は, それぞれ別人の所得に対する課税なのに, 両税は株主に対する所得税として統
合され, 二重課税と観念され, 調整される｡ この税制を観念的所得税源泉課税型の法人税という (拙
稿 ｢法人所得課税の発展段階 ()｣ (『熊本学園大学経済論集』 第巻第・合併号, 年), 頁,
頁, 頁, ～頁参照, 英国の法人所得課税の発展の	段階については, 拙稿 ｢法人所得課
税の発展段階 ()｣ (上記誌, 第巻第･･	･合併号, 年)を参照｡
英国の	段階について述べたが, さらに法人所得課税史観を踏まえて, ドイツ, 日本, 米国等の法
人所得課税の発展段階が実証されるならば, それはたんなる史観を超えるであろう｡ 本稿はこの史観
を日本に適用したこころみである｡ 念のため, 先取りしていえば, 本稿で実証されるように, ～
年の法人所得課税は所得税源泉課税型の法人所得税であり, 別稿で明らかにされるように,
～年は独立課税型の法人税, 年からは観念的所得税源泉課税型の法人税である｡
) 日本の法人所得課税を三期に分け, 第期の～年を所得税源泉課税型としたのは, 
年の拙稿 ｢株式所有の法人化と法人の受取配当非課税 ()｣ (『熊本学園大学経済論集』 第巻第・
合併号, 年)においてである｡ その後の研究に田崎佳代 ｢年法人税制｣ (年度熊本学園
大学大学院修士論文) と石栄高志 ｢日本の年の法人所得課税｣ (
年度同大学院同研究
科修士論文)がある｡
) 拙稿 ｢法人所得課税の発展段階 ()｣ (上記誌, 第巻第・合併号, 年), 拙稿 ｢法人所得課
税の発展段階 ()｣ (上記誌, 第巻第･･	･合併号, 年)｡
のぼれば, この独立課税型の法人税は, ～年の所得税源泉課税型の法人所得税 (第
段階の法人所得課税)を否定したものである｡
このようにみると, 現代の法人税は, ～年の法人所得税に対する ｢否定の否定｣
として成立したものといってもよい)｡ したがって, ～年の法人所得税の研究は,
現代法人税の性格の解明に寄与するであろう｡
年の所得税の導入については, 旧稿 ｢明治年の所得税の由来｣) で述べた｡ 本稿は
その稿の続編である｡
第部 法人所得税の性格と仕組み
 日清 ｢戦後経営｣ と法人所得税の導入
 日清 ｢戦後経営｣
｢戦後経営｣ は軍事力と経済力の総合的な強化事業
日清戦後の軍事力と経済力を総合的に強化する事業は ｢戦後経営｣ と呼ばれ, 法人所得税導
入の契機となったうえ, その税の仕組みを左右したので日清 ｢戦後経営｣ から分析をはじめる｡
日清戦争が終わり, 安価な政府が実現されたのではない｡ 戦争は政府経費の約年半分に相
当する戦費を要したが, 公債, 国庫剰余金, 賠償金を含む特別資金繰り入れ等でまかなわれた
から, 戦後に増税が持ち越された)｡
それだけではない｡ ｢戦後経営｣ という事業に着手した｡ 世界史的には帝国主義の段階であ
り, 列強が清国の領土分割を図るなかで, 小国日本が戦争に勝利し台湾・澎湖島・遼東半島の
割譲を調印し, 清国分割に割り込んだから, 露, 独, 仏の三国から遼東半島の返還の勧告を受
け, 遼東半島を還付せざるを得なくなった｡ しかも日本政府はロシアの南進を強く意識するよ





) 拙稿, 上記論文, ～	頁参照｡
) 日本の所得税は英国の分類所得税と源泉徴収制度をもつ所得税と異なり, プロイセンと同様, 総合






) 井手文雄 『要説近代日本税制史』 創造社, 年, ～頁｡
() 軍事力の近代化とは, 軍事力の要素のうち兵器そのものと, 船舶・鉄道などの輸送機関
の構成を高度化することであり, その近代兵器や船舶・鉄道が, その原燃料を含めて, 近代的
企業, とくに重工業の株式会社によって供給される｡ これがはっきりしてきた｡ ところが, そ
の肝心の民間の株式会社が十分ではなく, 陸海軍の工廠など国営部分で補強してきた｡ それで
も兵器も船舶も十分に国産されず, 輸入に依存していた｡ それでいて, 有力な輸出産業もなく,






いた｡ だから, 戦争を総括し, 戦後に大蔵省の打ち出した計画は, 陸海軍の武官らと違い, 軍
事力拡大一本槍ではなかった｡









ノ経画ニ付提議｣ (年月日)) を起草した大蔵官僚だった｡ 阪谷演説に ｢戦後経営｣
の精神が込められている｡ 要するに, 近代戦争は経済に支えられる｡ 日清戦争を総括すれば,
日本の所得税源泉課税型の法人所得税 ()
――




) 年月日松方正義 ｢財政前途ノ経画付提議｣ は伊藤博文編 『秘書類纂
財政資料』 中巻,
(原書房, 	年)頁以下｡ 渡辺国武蔵相は上記の松方蔵相の ｢経画｣ を継承した｡ 明治年度予
算提案演説 (
年月日) は述べている｡ ｢戦後財政計画ノ精神｣ を簡単にいえば, ｢軍備ノ整
頓ト倶ニ経済ノ発達ヲ規画シ又財政ノ鞏固ヲ慮ルト同時ニ, 民産ノ増殖ヲ力ムル｣ ことを大方針とし
て計画した｡ これについては ｢重ニ勧業, 教育, 金融機関ノ発達, 交通運輸機関ノ発達若シクハ各種




その主な事業は, 軍備拡張のほか, 植民地経営, 製鉄所設立, 鉄道の整備改良, 航路拡張補
助・造船奨励, 電信電話の拡張, 教育施設の増設, 勧銀・農工銀・北海道拓殖銀行の設立, 治
水事業などであった)｡




業補強が強められた｡ 年の松方蔵相の戦後財政始末報告によれば, ｢明治() 年度
以降同() 年度ニ至ル間ニ於テ戦後経営ノ為メ施設セラレタル事業ハ甚タ多シ｣ とし,
一連の事業は ｢国力ノ充実産業ノ発達ヲ企図スルニ出テサルモノナシ｣	) と述べ, 経済力強
化の ｢戦後経営｣ の事業を語った｡
八幡製鉄所官制を年に勅令で公布した｡ これより先の海軍省 ｢製鉄所設立費要求書説
明｣ (年)によれば, ｢鉄ハ工業ノ母, 護国ノ基礎ナリ｡ 製鉄ノ業起ラザレバ万業振ルハズ｡
(中略) 本邦ノ富強ヲ謀ラントセバ宜ク製鉄所ヲ起スベキナリ｣) とされた｡ 製鉄業があれば
軍艦を国産できる｡ 基礎産業であり, 橋梁, 船舶, 機械も製造できる｡ 巨大資本を要しリスク
も大きかったから, 国営の製鉄所が創設された｡ 製鉄にとどまらず, 鉄道, 航海・造船の奨励,
電気通信も, 軍事力と経済力の基礎をなすものだった｡




) 中村正則 ｢日本資本主義確立期の国家権力 日清 ｢戦後経営｣ 論 ｣ (『歴史学研究』 別冊特集,
	)頁参照, 同 ｢日清 ｢戦後経営｣ 論｣ (『一橋論叢』 
巻号)
頁以下｡ 石井寛治 ｢日清戦
後経営｣ (『岩波講座 日本歴史近代』 	年)～頁参照｡ 坂谷が松方を補佐したことは,
故阪谷子爵記念事業会編纂 『阪谷芳郎伝』 (同会, 年)頁以下参照｡
) 日清, 日露の ｢戦後経営｣ をとおして高価な政府へ転換したことは, 中村隆英 ｢日清日露 『戦後経
営』｣ (『明治大正期の経済』 東大出版会, 年), 中村隆英 ｢マクロ経営と戦後経営｣ (『産業化の時
代 下 日本経済史 巻』 岩波書店, 年) を参照｡ 日清, 日露の戦後経営の財政については, 佐
藤進 ｢産業資本の形成と財政｣・吉田震太郎 ｢帝国財政の形成｣ (鈴木武雄編著 『財政史 日本現代史』
東洋経済新報社, 年)を参照｡
	) 明治財政史編纂会 『明治財政史』 第巻 丸善株式会社, 
年, 頁｡ 『明治大正財政史』 でも,
戦後経営の ｢何れも皆国力の充実, 産業の発達を企図せしものに外ならず｣ (大蔵省編纂 『明治大正財
政史』 第巻, 経済往来社, 年, 
頁)とのべている｡




｢戦後経営｣ 費の膨張と税負担率の急増 ｢戦後経営｣ は軍事力と経済力の総合的強化だった
から, ｢戦後経営｣ 費は膨張した｡ 表によれば, 日清戦後の～年では, ｢軍事費・植
民地費｣ が一般会計歳出の％弱に達し, ｢産業・交通・教育費｣ とあわせ ｢戦後経営費｣ は
％弱に及んだ｡ ～年度では, ｢軍事費・植民地費｣ が減って ｢産業・交通・教育費｣
が増えた｡ 日露戦後の～年度は, 陸海軍の整備も鉄道も土木事業も産業奨励も規模を
拡大した｡ 国債整理基金繰入額は ｢戦後経営｣ に要した国債の整理基金である｡ これを含む広
義の ｢戦後経営｣ 費は大きく増えた｡




ポイントも増加した (表)｡ ｢戦後経営｣ 費は日清・日露戦後の財政支出の大膨張要因になっ
た｡
日清戦争の戦費は主として公債・借入金に依存したため, 戦後の年に増税がはじまっ





















































































(資料) 中村隆英 『明治大正期の経済』 (東大出版会, 	年)より作成｡ 一般会計歳出の対国民所得比の試算を挿入｡ 原
資料は大蔵省編 『明治財政史』 , 『明治大正財政史』, 国民所得は大川推計 (日本統計研究所 『日本経済統計集』
	年)｡
(注) 軍事費・植民地費は陸軍拡張費, 海軍拡張費, 植民地経営費｡ 産業・交通・教育費は土木事業費, 同補助費, 鉄道




劣っていたから, 国民の重税苦は深刻だった｡ ｢戦後経営｣ とは戦後増税を意味した｡











(資料) 国税庁編 『国税庁統計年報書 第号記念号』 
年｡
) 大蔵大臣松方正義の明治年所得税法案の提案理由は ｢所得税法之議｣ にみることができる｡ 大内
兵衛・土屋喬雄編 『明治前期財政経済史料集成』 第巻, 明治文献資料刊行会, 年, 頁参照｡
拙稿 ｢明治年の所得税の由来 (『熊本学園大学経済論集』 第巻第・合併号, 年), 	頁参
照｡
) 年所得税法で法人所得課税を非課税にした背景は, 明治法制経済史研究所編 『元老院会議筆記』











ら, 法人所得税導入に踏みきらざるを得なかった｡ しかし戦後増税は, 法人所得や配当を重点
においたのではなかった｡
｢戦後経営｣ 下で求められた法人厚遇税制 租税の配分は ｢戦後経営｣ の目的を考えれば明
瞭である｡ ｢戦後経営｣ の目的は列強に対抗し, 経済を発達させつつ, 軍備を拡大させることに
あった｡ だから, 法人所得に課税しても, 株式会社の発達を妨げないように, 株式会社の厚遇を
求める状況にあった｡ 所得税の増税は控えめであった｡ 税は, 間接税で勤労者に, 地租で地主
に負担してもらうことになった｡ 政府のいう ｢民力培養｣ とは福祉に配慮することではない｡


















  		 －
 	  －
  			 －
 	 	 





第一次法案五分類所得税案 所得税法改正第一次法律案では, 所得を法人所得, 財産所得,










ガ, 法律ノ公平ナルモノデアル｣ ｢正シク申セバ, 両方カラ取ラネバナラヌ｣ ｢配当ヲ受ケタ者
ニ課税ヲセラルルト二重デハナイ, 人ガ違フカラ二重デハナイ｣)
若槻によれば, 法人は株主から独立した経済主体であるという, 法人独立主体説 (法人実在
説と呼ばれる)に基づき, 法人にも株主個人にも課税するのが, 彼ほんらいの理想論だった｡









) 年の第回帝国議会提出の所得税法第一次改正法律案は, 汐見三郎 『各国所得税制論』 (有斐









) 若槻礼次郎は, 年月大蔵省主税局内国税課長政府委員｡ 	年月主税局長, 年阪
谷芳郎大蔵大臣の下で大蔵次官｡
) ｢衆議院所得税法改正法律案審査特別委員会速記録明治年月日 (第号)｣ (『帝国議会衆議院
委員会議録明治編第回議会明治年』 東京大学出版会, 年), 	頁｡
() 若槻の法人独立課税論 法人は, 株主が共同支配している場合と, 株主個人から独立し









そ, 株主の集合所得 (法人所得)と受取配当に課税されることに, 株主の拒絶反応が強かった｡
株主の所得に, 二度も課税されるのを株主は恐れていた｡ これは第章で明らかになる｡




() 先進国の事例の誤認 若槻によれば, ｢法人ト私人トハ別人デアルカラ, 法人ニモ課税
シ配当ヲ受ケル其人ニモ課税｣ する｡ ｢西洋ナドデハ英吉利デモ独逸デモ皆サウヤッテ居リマ







) 明治中期の大蔵官僚は, ドイツの法人の実態に基づいた法人観に影響を受け, いわゆる実在説的法
人所得税を構想し, 		年所得税第一次案を提案したとみられる｡ ドイツでは, 株式会社の普及がは
じまった	
年代から, 銀行自体が株式会社となり, 比較的に豊富な自己資本もち, 産業株式会社の
創設や増資の際, 株式を引き受けた｡ このため, 産業株式会社は, 銀行からの設備資金の借入の返済
が容易になった｡ したがって, 銀行の株式引受と長期信用の授与をとおし, 銀行の首脳部が産業株式
会社の役員を兼ねるという, 銀行優位の人的結合が成立した (戸原四郎 『ドイツ金融資本の成立過程』
年, 東大出版会, 頁参照)｡ こうした状態のドイツでは, 個人出資者構成体という観念になじ
まず, いわゆる法人実在説が, ある程度, 普及していたとみられる｡
) 英国の世紀の所得税における受取配当非課税の論理については, 拙稿 ｢法人所得課税の発展段階
()｣ (『熊本学園大学経済論集』 第巻第・合併号, 	年月), 	～	
頁参照, ｢法人所得課
税の発展段階 ()｣ (上記誌, 第
巻第･･･合併号, 年月), 頁参照, ドイツ・プロイ
センの	年における二重課税調整については, 上記論文 (), 頁参照｡
) 前掲, 『帝国議会衆議院委員会議録明治編 第回議会明治年』 頁｡

) 大島通義 ｢	年のプロイセンの税制改革｣ (『三田学会雑誌』 第巻第
号)～
頁参照｡
() 後年の若槻の説明変更 後年, 若槻自身, 主張を変更した｡ 配当を非課税にした理由を
税務行政面から説明した｡ 株主の所得を法人の段階で源泉課税にしたほうが脱税を避け, 税収






彼の後年 (年)の説明によれば, 年までは, 株主受取配当の賦課課税 (各人が自身
の所得を税務署に申告し, 署がこれに基づいて調査し決定し, 納税告知書を納税者に送付し納
税させる方法)がおこなわれ, 脱税が多かった｡ これをやめ, 法人の段階で法人所得に課税し,





年月日, 政府は, 税負担者は法人それ自体だとし, ～	％の累進税率の法人所得
税案 (第一次案) を衆議院で提案した｡ 提案者側の官僚は株式会社についての識見に乏しかっ












) 脱税の多かった受取配当課税をやめ, 法人所得課税を採用したいきさつを若槻は述べている｡ ｢明治
年ノ所得税法改正ノ時ニ, トウモ会社ノ所得モ配当金カ割合ニアル, 其割合ノ上カラ行ケハ, モッ
ト税額 (税収入額 引用者)カ少ナイ, ソレテ其所得税法ニ依ッテ居リマシタカ, 日清戦争後ノ必要






提案当初, 若槻によれば, 法人は個人から独立しており, 法人所得は法人自身の所得だから,
法人の所得に課税されれば, 株主の税痛感ではなく, 法人それ自体の税痛感が生ずると, 考え




(飯島議員資本利益率からみて累進課税は非合理) ｢私人 [個人] ハ所得ガ殖エマスレバ,
課税ガ殖エマシテモ苦痛ハ少ナイ, 此法人ノ方ニ於キマシテハ, 所得ガ多イカラト云ッテ, 資
本ガ皆夫々大キク掛ッテ居リマスノデ, 或ハ割合 [資本利益率－引用者]カラ申シマスト, 少
イ所得ノモノヨリ百万弐百万 [円－引用者]以上ノ所得ノ方ガ利益 [率－引用者]ガ少ナイト云




が万円で利益額が万円とすれば, 資本金利益率が％である｡ この場合, 社の利益の
絶対額は社の倍だからといい, 社の税負担力が社よりも強いとみて, 社の所得に,
社よりも高い累進税率を適用すべきなのか｡ これが飯島議員の趣旨である｡
利益率は社が％なのに, 社は％にすぎない｡ 尾鰭をつければ, よほどのことがな
ければ, 低利益率の社は, 社会的平均的な配当率の配当が不可能であり, 株価は低いだろ
う｡ 増資も利益留保も容易ではない｡ 高利益率の社は, 配当も役員賞与も利益留保も容易










) 資本金利益率を基準にした累進税率の適用も考えられないではなかった｡ だが, 飯島はもともと株








｢或場合ニハ百万円以上所得 [法人所得－引用者]ノアルモノ [法人]ヨリモ [法人所得]千円












は円になる｡ 法人所得はわずか円にすぎないといい, 税率を％とすれば, 株主の
平均割当円に対し税額は円にすぎず, 株主の税負担率は％にすぎない (	
	年提出の
第一次所得税法改正法律案では, 法人所得税の税率は, 所得万円以上％, 円未満
％であった)｡




















大法人 万円 万人 円 ％ 円 ％
小法人 円 人 円 ％ 円 ％
) 山崎謙編 『衆議院議員列伝』 
年, 頁参照｡
) 前掲書, ｢衆議院所得税法改正法律案審査特別委員会速記録明治年月日 (第号)｣ (『帝国議
会衆議院委員会議録明治編第回議会明治年』 東京大学出版会, 
	年), 頁｡
人の, 平均割当所得の高額の株主は, 税負担率が低率になる｡ これでは, 株主の税負担は不公
平ではないか, という｡












ケルト同ジ事デアリマスカラ, 御話ノヤウナ点ガ出テ来マセウト思ヒマス, (中略) 御話の通
リ御考ヘニナルモ亦一説デアリマセウ｣)
第一次法律案では, 法人所得万円の法人と万円の法人とは, 税負担能力は大差があ









) たとえば, 貴族院議員・三島弥太郎は ｢此ノ法人ナルモノハ, 如何ニモ是ハ法律上デハ独立ノ一個
人ニ相違ゴザイマセヌケレドモ多数ノ株主カラ成り立ッテ居ルモノデゴザイマシテ, 其所得ト云ウモ
ノハ株主ノ所得ノ集合シタルシタルモノ｣ と主張していた (明治年月	日, 所得税法改正法律
案第一読会の速記録, ｢第回帝国議会貴族院議事速記録第十号｣ [『帝国議会貴族院議事速記録議院
委員会議録
』 東京大学出版会, 年], 頁)｡ 三島は米国に留学し農政学を専攻し, 農商務省,
逓信省に関係したが, 	年に貴族院議員, 年に正金銀行頭取, 年に日銀総裁になった｡
) ｢衆議院所得税法改正法律案審査特別委員会速記録明治年月日 (第号)｣ (『帝国議会衆議院





一言補足したい｡ ほんらい政府の ｢戦後経営｣ によれば, 軍備の拡大とそれを支える製鉄業
や造船業などを補強しなければならず, そのために巨大株式会社を発展させねばならなかった
はずだ｡ だから, 法人所得税累進税案は, ｢戦後経営｣ 下の重工業の株式会社補強政策に反し
ていたのではないか｡ その意味では, 伊藤内閣井上蔵相提案の第一次改正所得税法案の法人所










める)｡ 受取配当に課税しない｡ 旧所得税法では, 法人所得を非課税とした上, 株主受取配当
は他の所得と合算し総合累進課税していたのを改める｡
第種 公債社債の利子 他の個人所得から分離して, ％の比例税率で源泉課税する)｡
旧所得税で総合累進課税されていたのを改める｡








) 衆議院提出の第二次法案は公社債利子分離課税案だったが, これを廃案にするように修正した｡ そ





(第一号)｣ (『帝国議会衆議院委員会議録』 [明治篇第回議会明治年] 東京大学出版会,




要するに, 新所得税は, 法人所得 (第種)と公債社債の利子 (第種)が他の所得から分離














構成株主が法人を支配する場合 () 経済社会で主導的な株式会社において, 株主が法人を
共同支配し, 法人所得を支配すれば, その法人所得は構成株主に帰属し, 法人所得は構成株主
に帰属するという思考習慣が形成される｡
() この場合, 法人所得課税は, 次のようになるのが自然である｡ 構成株主に帰属し株主の
集合所得である法人所得に課税すれば, その法人所得課税は, 持分に応じ株主に帰属する所得






(『帝国議会衆議院委員会議録』 [明治篇第回議会, 明治年] 東大出版会, 	年)頁｡
法人所得課税を所得税源泉課税型とするのが整合的になる｡
法人が株主から独立化する場合 () 株主による共同支配が後退し, 法人が株主の支配から
独立化すれば, 法人所得は法人自身のものになり, そういう思考習慣が形成される｡
() この場合, 法人所得課税は, 法人自身の所得に対する課税, すなわち, 独立課税型の法

















｢法人所得｣ とされても, 共同出資者の集合所得とされ, 出資持分に応じて各出資者個人に帰
属する所得とされた｡

















応じた出資者の所得に, 所得税が源泉課税されるものであった｡ 出資者に帰属する所得は, 所
得税の源泉税額を控除して, 出資者に配当された｡
こうして, 英国では, 初期の法人企業の下で, パートナーシップから継承された会社観と所
得観を基礎に, 法人は出資者個人の集合体とされ, 法人所得といっても出資者個人の集合所得
とされた｡ だから, 法人所得税とは, 法人所得という出資者の集合所得に対してもつ各株主の











① 紡績, 鉄道など公開的で出資者多数の大資本タイプ (株式会社)






) 英国では, ｢	年の泡沫会社禁止法のもとで, 世紀の年代以降の産業革命期に, 共同出資企




替えするかたちで, 初期の株式会社が普及した｡ このため, 共同出資企業が法人化しても, 法人を個
人の集合体とする法人観がつくられた｡ 個人の集合体的共同企業の長期の存続が, 個人の集合という
伝統的な法人観を英国に根づかせた｡｣ (拙稿 ｢法人所得課税の発展段階 (	)｣ [『熊本学園大学経済論
集』 第巻第･	･･合併号, 	年月] 頁)｡
世紀の英国で法人所得に個人所得税が源泉課税されたのは, 上記のように歴史に根ざした法人観
があり, しかもその主要な法人企業が, その株主が経営に主体的に参加する株主構成体的法人企業で
あり, その法人所得が持分に応じて株主個人に帰属するとされたからであった (上記拙稿, ～
頁参照)｡
) この分類は, 伊牟田敏充 ｢明治期における株式会社の発展と株主層の形成｣ (『明治期株式会社分
析序説』 法政大学出版局, 年), ～頁参照｡
思うに, 年の法人所得課税の性格を規定した法人企業は, 財閥政商資本による企業で
もなければ, 在来産業の小資本タイプの企業でも, 組合的企業でもない｡ タイプの会社企業
をひっくるめ, 算術平均した企業でもない｡
明治中期の近代産業を担い, 当時も将来も, 大量に法人所得を収得し, 法人所得税を納税す
るだろうとみられた法人企業は, ｢①公開的で出資者多数の大資本タイプ｣ であり, 紡績業等
の公開的な大株式会社であった, とみてよいであろう｡
(明治) 年に, 大阪紡績株式会社が資本金万円で設立され, (明治	) 年に
万錘で, 蒸気力を利用して開業された｡ それは英国の紡績業に対抗できる, 新鋭で大規模
な設備をもって開始された｡ ミュール精紡機中心の英国に比べ, 高生産性のリング精紡機を採
用した｡ 
(明治) 年に, 大規模の紡績会社の設立ブームがおこった｡ このような近代産
業をになった, 大規模な公開的な株式会社が, 法人所得税を構想した際に, モデルとされた法
人であろう｡
均等株主による共同出資と共同支配
日本では, 紡績業をはじめ近代産業では, 先進国から先端的な技術が輸入され, 所要の資本
額は巨大だった｡ にもかかわらず, 当時の日本の資本蓄積は貧弱だった｡ 産業資本の活動に先
立つ商人資本の貿易活動が弱く, 原始的資本の蓄積が消極的だったからだ｡ そこで, 個人企業
やパートナーシップの段階を経過しないで, 急速に, 社会的に資本を集中する株式会社を新設
した｡ その際, 単一の系統の同族資本だけでは, 所要の規模の資本を調達できず, 広く異系統
の複数の有力出資者から出資を求めざるをえなかった｡
そのために, 単数の出資者の突出と排他的支配を避け, 会社発起人の持株数を均等にし, 上
位出資者たちの出資額を均等にし, 横並びにし, 均等出資者による共同支配がしやすいように





) 尼崎紡績 (現在のニチボーの前身)は明治年	月に兵庫県知事より設立認可をえている｡ 創立当
初の同社の筆頭株主は株の均等出資者であり, 同規模の均等出資者は名に及んだ (伊牟田, 上
記書, 頁参照)｡
他の移植産業でも均等出資がみられる｡ 明治年月開業の東京人造肥料は, 同年月末の株主
数が名のうち株所有者が	名, 株所有者が名という均等的所有がみられる (伊牟田, 上
記書, 頁参照)｡ 明治年月に創設された日本製糖株式会社の発起人の最大引受株数は株で
あり, その数は全発起人人のうち人であった (伊牟田, 上記書, 	頁)｡






上位均等株主数人が取締役を担当し, 共同して経営がなされた｡ 上位均等株主は, 取締役でな




要するに, 日本資本主義の後進性に由来して, 広く有力出資者が参加しやすいように, 均等
出資による共同支配の大規模の産業株式会社が創立されたのである｡
初期の株式会社では, 取締役は株主の代表者であり, ｢すべての取締役は, 設立にあたって
有力出資者とし [て] の資格でもっぱら選出され, 就任したのであり, 彼らは出資者の利益を
主張すれば足りる, と単純に考えていた｣) といわれる｡ 上位均等株主なるがゆえに取締役
になることができ, 彼らは, 概して他に本業をもち, 無給あるいは低額の非常勤取締役であり,
会社業務の執行に専任するわけではなかった｡ 本社に, 月回, せいぜい週回の会議に, 出
社し, 財務上の結果の報告や支配人以下の職員の人事や給料の決定の報告を受ければよかった｡
それも, 株主代表として, 高配当の成否につよい関心を寄せ, 業務は被使用人の支配人以下が
担当した)｡
当時の取締役は株主の利益を代表し, 株主の短期的利益に執着しがちであり, 会社資本のた
めに, 会社経営に一意専心する意識は強いものではなかった｡ 取締役にとっては, 会社資本は,
各株主個人のために利潤を生み出すものであり, 資本もその利潤も株主個人に帰属するとされ
た｡ だから, 会社の利潤は税法上 ｢法人所得｣ といわれても, 出資者の支配意識が強かったか
ら, 会社利潤は, 当時の株主や取締役にとって, 持分に応じて株主に帰属する所得であった｡
 年法人所得税は所得税源泉課税型
株主共同支配に基づく所得税源泉課税型の法人所得税
要するに, 明治中期の主導的な会社では, 会社資本は, 主として, 異系統の諸資本家が均等
日本の所得税源泉課税型の法人所得税 ()
――
) 伊牟田敏充 ｢明治中期会社企業の構造｣ (『社会経済史学』 第巻第号, 年), 頁｡
) 由井常彦 ｢明治時代における重役組織の形成｣ (『経営史学』 第巻第号, 年), 頁｡
) 明治の重役組織は, 由井常彦, 上記誌, 頁以下参照｡
出資し, 複数の上位の株主によって共同支配された｡ だから, 法人は株主で構成されるという
法人観が成立していた｡ したがって, 会社資本といっても, 構成株主が共同出資したものであ




まとめていえば, 日本では, ①均等株主共同支配の株式会社を基礎にして, 株主構成体と
いう法人観が思考習慣として形成された｡ ②その上に, 法人所得は株主個人の集合所得であ




こうした法人観と法人所得観は議員に普及していた｡ 議員たちは, 書生風に, 英国法を聞き
かじって議会で意見を述べたのではない｡ かれらは, 明治中期の産業革命を担ってきた, 株式




三島議員は, 法人は ｢多数ノ株主カラ成り立ッテ居ルモノデゴザイマシテ, 其所得ト云ウモ
ノハ株主ノ所得ノ集合シタルシタルモノ｣) と, 議会で明言していた｡
議員たちの共有する思考習慣によれば, 法人は株主から構成され, 法人所得は株主の集合所
得であり, 持分に応じて株主に帰属する所得であるから, 法人所得 (株主の集合所得)課税と





) 季武嘉也・尚友倶楽部編 『三島弥太郎関係文書』 芙蓉書房, 		年, 頁参照｡ 鉄道省 『日本鉄
道省』 中篇, 年, 頁参照｡ 岩越 (がんえつ)鉄道は株式会社による鉄道であり, 福島県郡山を









要するに, 議員たちは, ありあわせの輸入した法的観念を借用して, 提言したのではなかっ
た｡ 法人所得に関する思考習慣を議員たちは共有していた｡ その思考習慣は, 明治中期の主導
的な株式会社の下で, 均等株主が共同支配し, 法人所得は株主に帰属していた, という株主の
支配実態に根をおいていた｡ この思考習慣に基づいて, 法人所得税の性格と仕組みとを, 議員
は提言したから, 彼らの構想は抵抗もなく, 所得税法に採用された｡ 経済に根においた思考習
慣に整合した構想だったから, 収まるべき所に収まったのである｡
 年法人所得税の仕組み 法人厚遇税制















) ｢衆議院所得税法改正法律案審査特別委員会速記録明治年	月日 (第号)｣ (『帝国議会衆議院
委員会議録明治編第回議会明治年』 東京大学出版会, 	年), 頁参照｡








その理由は, ①高所得法人でも資本金利益率が低いこともある (飯島議員), ②低所得法人で
も高所得株主で構成されることもある (江島議員), というのであった｡
政府側も議員に理があり, 累進税採用案は ｢無理デアル｣ とし単一比例税率案を採用した｡
なぜ税率を％にしたか














株主の平均総合所得, 千円～万円という断定は, 性質上, 大雑把な推計である｡ 統計的
に厳密な調査があったわけではない｡
独立課税型案から所得税源泉課税型への変更
ここまでくると, 政府側が議員の批判を受け容れて, 事実上, 当初の法人観, 法人所得観,
法人所得税観を転換したことが明らかだ｡ 税率の再構想とその説明を契機に, 事実上, 政府は,
大間知 啓 輔
――
) ｢第回帝国議会貴族院議事速記録第十号, 明治年月	日, 所得税法改正法律案 第一読会｣
(『帝国議会貴族院議事速記録第回議会上 明治年』 東京大学出版会, 年)頁｡
法人観を, 法人独立主体説から株主構成説に変更した｡
審議過程からみれば, 政府側の構想転換の軌跡を次のように推察できる｡
() 伊藤博文内閣の井上馨蔵相の下で, 年月, 第回帝国議会に所得税法改正 (第
一次)法律案が提出された｡ 法人独立主体説に基づいて, 法人所得を法人自身の所得とし, 法
人に税負担能力を認め, 累進法人所得税案を提出した｡
() 年月日の衆議院委員会で, 累進税案の非合理を議員から指摘され, 政府は累





含む, 所得税法 (第二次)改正法律案が, 同年月に第回議会の衆議院に提出され, 月
に修正議決された｡ だが, 翌年月日に貴族院による修正案が衆議院に回付され, 衆議
















) ｢貴族院議事速記録第十号, 明治年月	日, 所得税法改正法律案 第一読会｣ (『帝国議会貴
族院議事速記録








三島議員によれば, 法人所得は株主個人の集合所得であり, この所得に, さしあたり単一税









三島議員の追及は税制の難点を突いた｡ 法人の段階で, 法人所得税として, 単一税率で個人
所得税が源泉課税されるから, 株主間の源泉税額の負担に不公平が生ずる｡ これを調整しては










) ｢貴族院所得税法改正法律案特別委員会速記録第号 明治年月日｣ (『帝国議会貴族院委員
会速記録 明治編 第回議会 明治年』 東京大学出版会, 	
年), 頁も参照｡
) 上記書, 頁参照｡
所得も個人所得という等質性があり, 両者は個人の所得として包括できる｡ だから, 個人所得
税も法人所得税も, 個人所得税として, 統合できる, とする｡
したがって, 個人企業と法人企業への出資者の所得税負担を比較できる｡ したがって, 両者
の所得が同額である場合, 両者の所得に対する所得税額が同額でなければ, 税負担は水平的に
不公平になる｡ 現実に, 両者の所得が同額でも, 両者に対する所得税額が同額でなく, しかも
調整がなかったから, 両企業の出資者間の税負担は不公平になった｡
要調整税率と要調整税額
長話で恐縮だが, ここで厄介な問題がある｡ 個人企業への出資者は, 出資した資本の利潤







者に帰属する所得は, 質的に等しい個人の所得であり, かつその等量が前提されるから, 両者
それぞれの所得を, ともにとする｡ これに適用される個人所得税の税率をとし, 法人所




















調整税額を追加する｡ いわば追加課税される｡ 要調整税率がマイナスの場合, 源泉税額の過大
を意味し, 要調整税額が株主に還付される｡
株主の段階における株主に帰属する法人所得 () の計算は, 問題を簡単にするために, 法人
所得が全額配当されるとすれば, 法人が株主へ配当の際, 源泉税額 () を株主に知らせ, こ
の源泉税額 () に受取配当額 (－) を加えればよい [＋(－)]｡ あるいは, 源泉税
額 () を源泉税率 () で割ればよい (÷)｡
株主に帰属する法人所得＝源泉税額÷源泉税率 ＝÷
要調整税率とその欠如
所得別の個人所得税の税率 (第種) から法人所得税の税率 (第種)	％を控除すれば,






















































































円以上 	 		 

(資料) 大蔵省主税局 『内国税の税率及び納期に関する沿革摘要』 (
年月調)｡
り, この高所得株主は円追加課税されねばならないのに, 年所得税では, これを免
れている｡
こうして税負担の調整制度がないため, () 個人企業と法人企業の出資者間の所得税負担に
不公平が生じた｡ () さらに株主の帰属所得に高低があり, 税負担能力に高低があっても, 単
一税率で源泉課税されるだけで, 調整制度がないため, 株主間の所得税負担は応能的に不公平
が生じた｡ 個人企業と法人企業の出資者間に, さらに株主間に, 所得に対する税負担の不公平
があること, これが, 日本の, 所得税源泉課税型法人所得税の最大の難点であった｡
調整制度つきの年以降の英国所得税
念のためにいえば, 英国では, 年から一定額を超える個人所得に累進課税が適用され
た｡ その際, 法人所得税は, これまでどおり標準税率で比例税率が適用された｡ それでも, 英
国の場合, 法人と個人間の税負担の水平的公平が追求され, 税負担が調整された｡
英国の税額計算では, 各株主に帰属する所得 (法人所得) は, 受取配当額と, 配当に係わる




－｢戦後経営｣ 下の ｢産業発達｣ のための法人厚遇税制－
法人所得税は税負担が調整されなかったので, 税負担は次のように不公平になった｡
() 法人企業では, 株主の帰属所得に高低があっても, 単一の比例税％で源泉課税され
たままで, 公平に負担するように税額を調整しなかった (株主間の不公平)｡





英国は, 世界に先駆けて産業革命を推進し, これをパートナーシップと個人企業が担い, 
世紀に, これらの企業が株式会社に徐々に編成替えした｡ この際, 英国の政府は, 法人化や株
式会社化の法制度を整備したが, 法人を, 税制上, 厚遇し法人化を促す必要がなかった｡
日本の所得税源泉課税型の法人所得税 ()
―	―
英国では, 先進的な産業資本が, むしろ政府に保護主義の廃止と安価な政府を要求し, 自由
主義的税財政を実現させた｡ 税制は中立的であり税制で特定の企業形態を支援しなかった)｡
日本はひたすら株式会社化を急いだ｡ 日本の産業資本が, 産業技術も資本蓄積も後進的であっ






先述のように, ｢戦後経営｣ は軍事力と経済力の総合的強化を目指すものであり, 日清 ｢戦
後経営｣ 費の膨張に応えて, 法人所得税が導入された｡ そればかりではない, ｢戦後経営｣ の
方針にそい, 産業の発達を阻害しないような, 税の仕組みが採用された｡
近代的軍事力は経済力に支えられた｡ 近代戦では, 軍事力の要素のうち, 兵器と輸送手段の
構成比は激増した｡ その兵器と, 鉄道・船舶など輸送手段は, その原材料等の生産を含め, 近
代産業の生産物だった｡ だから, 近代的軍事力は近代産業に依存した｡ したがって, 近代戦争
とは, 近代産業と近代産業との戦争であった｡
ところが, 肝心の, 日本の重工業の発展は列強の近代産業に比べて劣っていた｡ 兵器・輸送
手段も, その原料も輸入に依存していた｡ これらの近代産業を担う企業は, 主として株式会社




軽減を図った｡ 税率を引下げれば, 株式会社の内部留保が促進される｡ 受取配当非課税で配当
が増えれば, 株式への投資が活発になる｡ 会社では増資が容易になる｡ 内部留保と増資ができ
れば, 会社の銀行からの借り入れも容易になる｡
要するに, 株式会社厚遇の法人所得税は, 軍事力と経済力の総合的強化のため, 株式会社の
資本調達を促進するものだった｡ いいかえると, 株主間や, 個人企業と法人企業の出資者間の
大間知 啓 輔
――
) 世紀の英国の自由主義的税財政が, 先進的な産業資本を基盤にしたことについては, 武田隆夫
『財政と財政学』 東大出版会, 年, ～頁参照｡
税負担の公平は, 株式会社の資本調達促進を妨げるとし, 無視されたのでであろう｡ ｢戦後経
営｣ の下, 株式会社への重課によって, 産業の発達を妨げてはならない｡ これが ｢戦後経営｣
下の政府の方針だった｡
株主受取配当を総合累進課税 (第種)にすれば税収が増えるが, これをしなかった｡ 上記












業は, 増加法人のうち	％にとどまった (内閣統計局 『日本帝国統計年鑑』)｡
個人企業の法人化が増えた｡ 法人厚遇税制が寄与したと考えられる｡ 法人成りで税負担が軽





この選択に税制が関係した｡ 一方で, 農地利回り関係では, 地価を課税標準にして地租を課




地租 (農地)と地代所得税 (所得税第種)の税率は大幅に引上げられたが, 株式配当に対する
日本の所得税源泉課税型の法人所得税 ()
――





導した｡ 大地主の収入は株式投資に向けられ, 資本が農業内から農業外へ移動した)｡ 中村




日清戦後, 南進するロシアとの対立を深め, 日露戦争に発展した｡ 日露戦後の ｢戦後経営｣
























 	   
    ――
    ――
  	  ――
(資料) 大蔵省 『内国税の税率及び納期に関する沿革』 (昭和
	年月調べ)
(注) 地租は農地, 地代所得税は所得税第種｡
第一次非常特別税法が年月に施行され, 所得税では, 法人所得 (第種)は比例税率
を％から％に, 個人所得 (第種)は累進税率を～％から	～％に引き上げ
た (表)｡
年に, 法人も個人も, 所得税の税率を一律	％引き上げた｡ 負担能力の劣る層は苦痛






が％から％に大幅に引き上げられた｡ 間接税では, たばこの製造専売が開始され, 毛
織物消費税と石油消費税が新設された｡
増税の重点は地租と間接税だった｡ 所得税はもともと低税率だったのを考えれば増税は控え








宅地以外の地租の税率は, 前年の％から％へ引き上げられた｡ 塩専売 (塩消費税)が







法人所得 (第種) ％ (比例) ％ (比例) 甲法人％ (比例)
乙法人～％ (累進)
個人所得 (第種) ～％ (累進) 	～％ (累進) ～％ (累進)
(資料) 大蔵省主税局 『内国税の税率及び納期に関する沿革摘要』 (年月調)｡
(注) 甲法人は株主人以上の株式会社と株式合資会社, 乙法人は株主人以下の株式会
社・株式合資会社, 合名会社・合資会社｡
) 大蔵省編 『明治大正財政史』 第巻, 経済往来社, 	年, 頁｡
) 井手文雄 『近代日本税制史』 創造社, 年, 	～
頁｡
個人所得 (第種)の税率は, 年の累進税率～％から年に	～	％に引





｢戦後経営｣ の下で, 年に法人所得に低い比例税率を適用し, とくに高所得の法人企業
の税負担を軽減した｡ 法人成りをした企業のなかに, 株式会社の実質をもたず, 不適切な支援
対象もあった｡ そのためにたんに国庫の税収を減らす効果があった｡
日露 ｢戦後経営｣ を効率的に推進するには, 低税率適用対象を公開的株式会社に限定する必























) 大蔵省編 『明治大正財政史』 第




重層的法人所得税を ｢株式会社の本格的な発展を促す性質のもの｣ と規定したのは, 吉田震
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) 吉田震太郎 ｢帝国主義財政の形成｣ (鈴木武雄編 『財政史』 東洋経済新報社, 年)頁｡
 重層的法人所得税の不公平
非同族的法人への出資者を厚遇
水平的に公平に所得税を負担するには, 出資先が個人企業, 同族的企業, 非同族的企業への
三出資者それぞれの所得が同額ならば, 三者の所得税額はそれぞれ同額でなければならない｡
ところが, 年所得税によれば, 出資者それぞれの所得が万円という最高所得者層の
税額は, 出資先が個人企業では万円 (単純累進税率％), ついで同族的法人では
万円 (単純累進税率％)であり, 非同族的法人では	円 (単一比例税率	％)
にすぎない｡ この例では, 出資者が高所得者の場合, 所得税の税負担率は, 出資先が個人企業










	～年度の	年間では, 非同族的法人数は％増加した｡ この間, 財閥合名会社は株
式会社に変更した｡ 株式会社は資本調達が容易であるうえ, 税負担が軽減されたから, 株式会
社化が進んだとみられる｡
税負担を軽減できても, 形態を変更しない企業もあった｡ その変更条件が整わなかったため
であろう｡ あるいは, 現行形態を続けるほうが, ①経営意志を速やかに決定しやすい, ②管
理コストが低い, ③無限責任企業のほうが信用を得やすい等々のメリットがあったからであ
ろう｡




年の商法の施行で, 日本では, 合名会社は法人とされた｡ この商法の下で, 三井では,
大間知 啓 輔
――
三井銀行, 三井物産, 三井鉱山の直系個人企業を合名会社とし, それらを三井同族会が統轄
してきた｡ この合名会社化 (法人化)は, 年法人所得税の下で, 税負担を軽減した｡ 
年から法人所得税が重層化し, 合名会社の税負担が株主人以上の株式会社よりも重くなっ






) 明治	年, 三井家副顧問益田孝は, 欧米視察後, 三井家同族会議長三井高棟に三井家営業組織改革
意見書を提出し, それに ｢株式会社ニ組織変更ノ利害得失｣ に関する意見書を添付している｡ そのな
かで, 株式会社の利点として有限責任制と所得税半減等をあげている｡ その際, 株式会社化による所




三』 	年, 頁参照｡ 吉田準三 『日本の会社制度発達史の研究』 流通経済大学出版会, 
年, 頁参照)｡
表 非同族的法人と同族的法人の数, 所得額, 所得税額, 税負担率の推移
(単位所得金額と税額は千円)
年度
非 同 族 的 法 人 同 族 的 法 人



































































































(資料) 『国税庁統計年報書』 第回記念号, 年, 頁｡
(注) ～年度では, 非同族的法人は株主人以上の株式会社と株式合資会社, 同族
的法人はその他の法人｡ ～年度では, 同族的法人は合名会社, 合資会社, 非
同族的法人は株式会社, 株式合資会社等｡
三菱合資は, 年, その事業部を三菱造船と三菱製鉄に分離し独立化し, 年と年に,
事業部を株式会社として独立化させた)｡
こうして, 重層的法人所得税の下で, 同族的会社の株式会社化が進んだ｡ ～	年で






) 年, 法人所得税の負担の不公平が経済界で論じられたことがある｡ 大正	年





で ｢不公平なる所得税｣ という題で講演した｡ 非財閥系の実業家の法人所得税論であった｡
個人法人間の不公平 ｢所得税は極めて不公平な税であると思ふ (中略)今回議会を通過した
所得税法案 (大正	年月日から施行－引用者)に就て見るに, 株式会社 (の税率－引用者)












ら無い, 私どもの如き者が, 三井さん三菱さんよりも多く納税すると云うはどうであるか, 洵
大間知 啓 輔
―	―
) 	年の三大財閥の主要会社の株式会社化については, 宮本又郎 ｢産業化と株式会社の発展｣
(『産業化の時代 上 日本経済史第巻』 岩波書店, 年)
	
頁参照｡
) 大橋新太郎 ｢不公平なる所得税｣ (『東京経済雑誌』 	号, 大正	年月日)頁｡
に不公平と云はなければならない｣)
正確にいえば, 三井, 三菱という大会社の法人所得に, わずか％の比例税が課税される
だけで, 財閥大株主の配当はまったく課税されない｡ だが ｢資本と勤労とに依って営業を為し
て居る｣ 小商人は, 個人企業に出資し労働し, その所得に％～％の重い累進所得税を課
税される｡ これでは ｢所得税率の均衡が取れて居ら無い｣)
株主受取配当は非課税, 国債利子も非課税, 公債社債の利子は％の分離課税であり, 財産
所得は厚遇されている｡ ｢今の税法は株式や公債でも併有するほうが余程得策で, 株式の配当,
公債の利益で安逸に暮らして居る者が, 税が安い, 然し資産に余裕あって株式へ放資するは勤
労を要しないのであります, それで [税の] 自然増収を多くしやうとする時は, 多く誅求する
ことに為るのであります｣)
実業家の税制批評は概して我田引水が多いが, 大橋の視野は広い｡ 短い批評の中に, ①個
人企業と株式会社の間, ②個人営業者と株式会社の株主の間, ③配当利子所得者と勤労者の
間の, ｢不公平なる所得税｣ のすべてが訴えられている｡
大橋は出資資本家にとどまらず, 経営者でもある｡ 現実の経営を担当しない, 三井, 三菱の
ような財閥系資本家とはちがう｡ それで, ｢資本と勤労とに依って営業を為して居る｣ 小営業





は, 本格的な株式会社への出資者の税負担を最も軽減した｡ これは, 各種の税負担者の不満の
種に油を注ぐようなものだった (税負担の不公平は第章で述べる)｡ しかも大蔵省の説明も
なく, 政府内の意志の統一を欠いていた｡ 日露 ｢戦後経営｣ 下, いっそうの増税に備え, 現行
税制の正当性を確認し, その意志を統一する必要があった｡ これに応えるかのように, 
年に大蔵官僚を動員し ｢税法審査委員会｣ を組織し, 現行税制弁護論をまとめた｡
『税法審査委員会審査報告』 (年, 以下審査報告と呼ぶ)は, 税法全般を対象としている





｢税法審査委員会｣ の組織 年に, 大蔵省専売局と税務監督局の高等官を組織し, 税制
調査のために ｢税法審査委員会｣ (委員長・大蔵次官若槻礼次郎) を設置し, 調査結果を大蔵
大臣・阪谷芳郎に報告した｡ この上級機関として ｢税法整理案審査会｣ が年に組織され,
その会長は大蔵大臣・阪谷芳郎, 委員は内閣, 外務省, 内務省, 大蔵省, 司法省, 農商省の高
等官, 貴族員議員, 衆議院議員, 学識経験者であり, 大蔵大臣が嘱託した｡





要義ナリト謂ウヘシ｣) といい, 日露 ｢戦後経営｣ 下の, 税制整理のための税法審査の必要
を説いた (年月日, 第回の審査委員会での阪谷芳郎の ｢訓示｣ 要旨｡ 下線は引用者のもの)｡
調査ノ際, ｢国庫ノ充実ト産業ノ発達ト竝行セシムルコトヲ期シ尚租税負担ノ衡平ヲ保タシ




｢戦後経営｣ 下の審査方針 ｢戦後経営｣ の下で軍備拡張と産業の発達が求められ, そのため
の経費が増加し増税が必要であり, 税制整理が大切だとの述べ, 税制整理の審査基準とし,
｢産業ノ発達ヲ阻害セラルルコトナカランコトヲ期シ｣ と述べている｡
この抽象的文言だけでは, ｢産業の発達｣ を阻害しない税制とは, 経済過程に介入しない中
立的, あるいは自由主義的な税制のようにも聞こえるが, 真意はその反対である｡
大蔵大臣・阪谷芳郎は, 松方正義蔵相の下で ｢戦後経営｣ を構想し, その推進者だった｡ そ
の ｢戦後経営｣ は, 先に述べたように, 軍事力と経済力を総合的に強化する事業であり, その





) 『税法審査委員会審査報告』 (年), ｢緒言｣ 頁｡
) 上記書, 	頁｡
はその存続を求め, 後で述べるように, 大蔵官僚は弁護論の構築に苦心した｡ 念のためにいえ









配当課税論者によれば, 法人も個人も独立した主体であり, それぞれに独立課税する｡ 甲乙










配当課税反対論者, つまり現状維持論者はいう｡ 法人所得は構成する株主の所得である｡ 法










た｡ 議員の主張は会社を語るような臨場感があったが, 『審査報告』 は作文上手の法的論理を
述べている｡ 同報告の各所から摘記し, 法人所得税の性格論をまとめてみる｡
() ｢法人ヲ以テ一箇ノ経済主体ト看做サス個人ノ集合ト認メ｣ る)｡ (法人＝個人集合体)
() だから ｢法人ノ所得ハ之レヲ組成スル個人ノ所得｣ である)｡ (法人所得＝｢組成スル
個人ノ所得｣)




ナリ｣)｡ 重複課税を避け, 受取配当は課税しない｡ (法人と株主個人への課税＝重複
課税)
要するに, 同委員会は, 会社の生きた経験を語らず, 実証的な根拠を示さず, 法人を個人の
集合とする法人観, 法人所得を株主個人の集合所得とする法人所得観を持ち込んで, 法人所得
税の性格を所得税源泉課税型と規定した｡ 法人所得は株主個人の所得であり, これに源泉課税
したうえ, 受取配当に課税するのは重複課税になるから, 受取配当に課税しない｡ これで現行
税制の法的論理を語り, 配当非課税等の正当性を弁明した｡
｢法人ハ個人ヲ離レテ存在シ独立ノ経済主体ヲ為ス｣ というのは, 通例, 法人実在説といわ






の場合, 個人企業の出資者に適用される個人所得税 (第種累進税率)の限界税率よりも, 法






この場合, 両者の税負担が公平になるように, 源泉課税の不足を調整するため, 株主の段階
で受取配当に追加課税するのが合理的で公平である｡
法人所得税を個人所得税の源泉課税としているから, 源泉課税の過不足を, 個人の受取配当
の段階で, 追加課税あるいは税額還付で調整する使命をもつ｡ 給与所得, 個人事業所得などに
対する個人所得税 (第種)は総合され, 累進税率を適用され, 応能的に公平に課税される｡
ここで所得を総合し, 源泉課税の過不足を調整し応能的に公平課税するという使命を果たして










委員会によれば, 甲法人 (株主人以上の法人)は株主を広く募り株主数が多いから, 法人
所得が高額でも, 各株主の帰属所得は必ずしも高額にならない｡ ｢各自ニ配当セラルルトキハ
小額ノ所得トナル｣｡ したがって, 構成する株主の担税力が強いことにはならず, 甲法人に累
進税を適用すべきではなく, 比例税率を適用すべきだ, という｡









) 若槻礼次郎 ｢税法審査委員会審査報告｣ 	年, ～頁｡
) 上記書, 頁｡
乙法人では, 法人所得が高額なほど, 一株主あたりの平均所得も高額になり, 構成株主の担税
力はつよい｡ だから, 個人所得に累進税を課すのと同様に, 乙法人では, 法人の所得に累進税




るシステムだと説明している｡ つまり, 大株式会社では, 構成株主数が多いから, 高額法人所
得でも株主の平均帰属所得が低額なので, 低率の単一税率を適用する｡ 小規模会社では, 構成
株主数が少ないから, 高額法人所得ほど株主の平均帰属所得が高額なので, 法人所得額に応じ






構成株主のなかに, 低額所得株主もおるし, 高所得株主もおる｡ だから個人所得税は, ほん
らい各個人の個人の所得を精査し, これに課税すべきものだが, 法人段階では, これは技術的
に不可能だから, 便宜的に, ひとまず, 法人所得に単一の比例税率を適用し, 個人所得税の源
泉課税とする｡ これは, 便宜的で, 不完全なものだから, 各株主個人の段階で調整課税し, 究
極的に, 完全な個人所得税にしなければならない｡
要するに, 委員会の重層的法人所得税論では, 法人所得税は構成株主の平均所得に対する課








) ｢税法審査委員会審査報告｣ の重層的法人所得論の弁明は, 第次大戦後, 大蔵省編 『明治大正財政
史』 (大蔵省編 『明治大正財政史』 第巻, 経済往来社, 年, 頁参照)に継承された ｡
弁護論の難点③ 実態から離れた法的法人観による法人所得税観
第章では, 明治中期の主導的な株式会社では, 均等株主による共同支配がおこなわれ, 法
人所得は株主に帰属するとされ, 法人所得税は所得税源泉課税型が適合したことが明らかになっ
た｡
ところが, 同委員会は, 株式会社の現実分析のないまま, ｢法人ヲ以テ一箇ノ経済主体ト看
做サス個人ノ集合ト認メ｣ るという, 法人観を持ち込み, これを宣言し, それがあたかも ｢絶
対真理｣ のように前提し, 法人所得課税観が主張された｡ しかもその観念で, ｢法人ヲ以テ一
箇ノ経済主体｣ とみなす, ｢法人実在説｣ (法人独立主体説ともいう)という法的観念を一刀両






③ 明治中期の, 株式会社の現実分析のない法的観念から, 配当課税を重複課税だと断定し,
配当非課税を弁護した｡ 株主集合説に立っても, 高所得株主は, 源泉課税の不公平負担
の調整のため, 配当課税が必要なのに, これを無視した｡
この法人厚遇の法人所得税の弁護論は, 軍事的産業国家を目指した日露 ｢戦後経営｣ 期の,
大蔵官僚の苦心の彫琢だった｡ だが不公平な税制という馬脚を隠せなかった｡
政府は ｢戦後経営｣ の下, 列強と対立するなかで, 軍事力を支える産業の発達を妨げること
のないように, 株式会社の資本調達促進のため, 法人所得税を, 株式会社と株主を厚遇する税









日清の ｢戦後経営｣ 下で初期株式会社を対象に法人所得税が構想され, 提案されたことを手
がかりに, 探索を続け, ようやく, 法人所得税の軌跡の半分を解き明かすことができた｡
第部では, 年導入の法人所得税の性格・仕組みとその必然的根拠について, 次の四
点が明らかになった｡ 日本の, 所得税源泉課税型の法人所得税の特殊性もはっきりしてきた｡
() 法人厚遇の法人所得税の歴史的必然的根拠 日清 ｢戦後経営｣ と称して, 列強と対抗し,
日本の軍事力と経済力の総合的強化を目指し, 軍事費のみならず, 産業・交通・教育費を急増
し, 諸増税をおこなった｡ その際, 地租と間接税を重課する反面, 法人所得税が産業の発達を
妨げないように, 株式会社の資本調達促進のため, 低い単一税率の法人所得税と配当非課税と
いう, 株式会社と株主を厚遇する所得税の仕組みを導入した｡
() 所得税源泉課税型の法人所得税の歴史的根拠 明治中期の株式会社では, 資本蓄積の貧
弱ななか, 広く有力出資者から資本を調達するため, 上位均等株主による共同支配がおこなわ
れた｡ だから法人は株主で構成され, 法人所得は株主個人に帰属するとされた｡ こういう思考
習慣をもつ議員が法人所得税を構想したから, 所得税源泉課税型の法人所得税に収まった｡
() その税制の仕組み 法人所得税は個人所得税の源泉課税とされたから, 単一の比例税率
が適用された｡ だから, 法人所得の各株主の持分に対する個人所得税の源泉課税額は, 応能面
からみて過不足が生じた｡ 公平のためには, 株主段階で, この過不足を調整しなくてはならな
いが, ～年の法人所得税では, この調整の仕組みはなく, 受取配当非課税とされた｡
このような株主厚遇税制が採用されたのは, 上記の () で述べた歴史的事情があったからだ｡
() 重層的法人所得税 年, 法人厚遇税制による株式会社の資本調達の促進を効率的
にするために, 単一比例税率の適用対象を法人全般ではなく, 一定規模を超える株式会社に限
定し, 税率構造を, 低比例税を適用する公開的法人と, 累進税適用の同族的法人とに二分した｡




合が進んだ｡ さらに, 法人厚遇税制による各種所得者間の税負担の不公平が拡大した｡ こうし
た日本の法人所得税の限界が露呈されてきた｡ これについては, 次の第部・第部で解明さ
れる｡
大間知 啓 輔
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